
【別紙３】 

提 出 書 類 一 覧 

書 類 名 説   明 

ア 指定管理者指定申請書 ・様式１による。 

・グループによる申請の場合は、別様により

グループの構成員の所在地、団体の名称及び

代表者氏名を記載すること。 

イ 事業計画書 

 

・様式２による。 

ウ 収支計画書 

 

・様式３による。 

エ 定款若しくは法人の登記事項証明書又は

これらに準ずる書類 

・法人以外の団体にあっては、これらに準ず

る書類及び団体の代表者の身分証明書。 

オ 申請日の属する事業年度の前事業年度に

おける貸借対照表損益計算書及び財産目録

その他財務の状況を明らかにすることがで

きる書類 

・昨年度の財務状況を明らかにできる書類。

今年度に設立された法人等にあっては、その

設立時における財務状況が確認できる書類。 

カ 申請日の属する事業年度の前事業年度に

おける事業報告書その他業務の内容を明ら

かにすることができる書類 

・昨年度の事業内容を明らかにできる書類。

今年度に設立された法人等にあっては、今年

度の事業内容が確認できる書類。 

キ 申請日の属する事業年度の収支予算書及

び事業計画書 

本年度の事業内容を明らかにできる書類。 

ク 申請法人等の概要を記載した書類 ・申請法人等の役員名簿。 

・組織及び運営に関する事項を記載した書類 

（本社・事務所所在地、資本金、従業員数、

経営理念・運営方針、沿革、組織図、主たる

事業の実績等） 

ケ 租税公課に未納がないことを証明する書

類（法人税、消費税、都道府県税、市町村

税） 

・法人にあっては、法人税、消費税、県事業

所税の納税証明書。 

・団体にあっては、役員の町税全般の納税証

明書。 

コ 上記提出書類のうち、該当のないものに

ついての理由書 

 

・上記提出書類のうち、該当のないものがあ

る場合のみ提出。 

サ 指定申請に係る誓約書 様式４によること。 

○ 本施設を管理運営するために新たに法人等を設立する場合は、その法人等を申請者とすること。 

なお、その法人の設立母体となる法人等の提出書類エからサまでの書類を提出すること。この

場合において、指定管理者の候補者に選定されたときは、当該法人の法人登記事項証明書及び

認証済定款を速やかに提出すること。 


